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

７
月
１
０
日
ま
で

納
付
書
が
見
当
た
ら
な
い
方
は
税
務
署
へ
連
絡
し
送
っ
て

も
ら
い
ま
し
ょ
う
。

外国人雇用はルールを守って適正に （ハローワークより）

以下の２点は、事業主の責務です！
外国人が在籍資格の範囲内で能力を十分発揮しながら適正に就労できるよう、事

業主の方が守らなければならないルールや配慮していただきたい事項があります。

内容をご理解の上、適正な外国人雇用をお願いします。

 雇入れ・離職時の届け出

外国人の雇入れと離職の際には、その氏名、在留資格などをハローワークに届け

出ください。（不法就労の防止にもつながります）

 適切な雇用管理

事業主が遵守するべき法令、や努めるべき雇用管理の内容などを盛り込んだ「外

国人労働者の雇用管理の改善等に関して事業主が適切に対処するための指針」が、

労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関す

る法律に基づき定められています。

会
計
ソ
フ
ト
導
入
で
大
苦
戦

春
先
か
ら
、
会
計
ソ
フ
ト
を
導
入
し
パ
ソ
コ
ン
記
帳
を
し
て

み
た
い
と
い
う
会
員
さ
ん
２
名
が
会
計
ソ
フ
ト
を
購
入
し
、
民

商
事
務
局
と
一
緒
に
パ
ソ
コ
ン
に
イ
ン
ス
ト
ー
ル
し
て
、
現
金

出
納
帳
を
元
に
入
力
を
は
じ
め
ま
し
た
。

数
年
前
ま
で
、
古
い
バ
ー
ジ
ョ
ン
の
パ
ソ
コ
ン
会
計
ソ
フ
ト

で
入
力
を
し
て
い
た
会
員
さ
ん
は
、
新
し
く
な
っ
た
パ
ソ
コ
ン

と
ソ
フ
ト
に
大
苦
戦
し
、
電
話
で
「
も
う
だ
め
だ
死
に
た
い
」

（
死
に
ま
せ
ん
）
と
嘆
い
て
い
ま
し
た
。
ま
だ
３
日
も
た
っ
て

い
な
い
の
に
・
・
・

個
人
事
業
主
用
の
市
販
の
会
計

ソ
フ
ト
は
家
電
屋
で
１
万
円
以
上
く

ら
い
で
販
売
し
て
い
ま
す
。

定
額
減
税
「
各
人
別
控
除
事
績
簿
」
の
記
載
例

定
額
減
税
が
は
じ
ま
り
、
源
泉
徴
収
税
額
か
ら
減
税
し
た
金

額
を
管
理
す
る
た
め
に
「
各
人
別
控
除
事
績
簿
」
を
作
成
し
て

お
く
と
便
利
で
は
な
い
か
と
思
い
ま
す
。

各
人
別
控
除
事
績

簿
の
作
成
及
び
様
式

は
法
定
さ
れ
た
も
の

で
は
な
い
こ
と
か
ら
、

作
成
は
義
務
で
は
な

く
、
作
成
に
当
た
っ
て

は
適
宜
の
様
式
で
差

し
支
え
あ
り
ま
せ
ん
。

例

 同一生計配偶者あり

 源泉所得税  万円

本人（３万円）＋同一生計配偶者（３万円）

定額減税「各人別控除事績簿」

の６月記載例を載せてみました。
（国税庁のＨＰよりＤＬできます）

定額減税 1万円


